




１．重要な会計方針

(1)棚卸資産の評価の方法

①仕掛品

原則として製造原価による取得原価を貸借対照表価額とし、期末の正味売却価額が

取得原価より下落している場合には、正味売却価額を貸借対照表価額としております。

②貯蔵品

取得原価の総平均値と時価を比較して、どちらか低い方の価額を貸借対照表価額と

しております。

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

平成19年3月31日以前に取得した資産について、平成10年4月1日以降に取得した建物

は旧定額法、その他については旧定率法を採用しております。

平成19年4月1日以降に取得した資産について、建物については定額法、その他につい

ては定率法を採用しております。

②無形固定資産

ソフトウェアについては定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。数理計算

上の差異は、発生の翌期以降10年間にわたり定額法にて費用処理しております。

②退職給与引当金

役員の退職金の支出に備えるため、期末要支給額を計上しております。

③賞与引当金

支給対象期間に基づき、支給見込額を計上しています。

(4)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしております。

(5)消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。
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